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はじめに

ホテルは新型コロナウイルス感染
症の流行により最も大きな打撃を受
けたアセットといえよう。インバウ
ンドが消滅し、国内の移動も制限さ
れたことから宿泊需要は激減し、多
くのホテルが稼働率の低下や営業
そのものを見合わせるといった事態
に追い込まれた。2020年後半には
Go	To	トラベルによる観光業への需
要喚起策が取られたものの、2020
年末のコロナの再流行によって停止
に追い込まれ、ホテル経営にとって
厳しい状況が続いている。2021年
後半、国内でワクチン接種が進展

ホテルを取り巻く環境変化と課題
～宿泊需要が回復しても、安定稼働に向けた課題は多い～
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し、一時的に感染拡大は収まったも
のの、2022年の年明け以降、オミク
ロン株の登場により急速に感染が拡
大した。再開が検討されていたGo	
To	トラベルは再開時期の見通しが
立たず、ホテル事業を取り巻く環境
は先行きの不透明感が増している。

こうした状況の中で、ザイマック
ス不動産総合研究所は早稲田大学
建築学科石田航星研究室と共同で、
2021年12月16日～ 2022年1月23日
にかけて、全国約6,600 ホテルを対
象にアンケート調査を行った。そこ
では、ホテル運営の現状やコロナ前
との変化、Go	To	トラベルに対す
る考え、今後の見通し等について

たずねている。なお、アンケートは
2022年1月より実施された「まん延
防止等重点措置」の前に行われてお
り、「コロナ後」を見据えた回答であ
る点に注意頂きたい。

本稿では、このアンケート結果を
もとに、ホテル運営の現状を確認し
たうえで、今後の課題を整理し、”コ
ロナ後”のホテルの事業環境の変化
を展望する。

1. 現在のホテル業界

2021年12月時点の景況感をホテ
ルタイプ別にみたものが【図表1】で
ある。大都市宿泊特化型（ビジネス
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ホテル）は「悪い」が 55％と半数を超
えている一方で、「良い」「やや良い」
は約1割と全体的に景況感が悪いと
いえるだろう。この背景には、供給
過多と需要激減の二つの要素がある
と考えられる。2019年時点で、2020
年に開催が予定されていた東京オリ
ンピック・パラリンピックを睨んだホ
テルの大量供給が大都市宿泊特化
型では起こっており、ホテルの供給
過多が懸念されていた。そんななか
で起こった新型コロナウイルス感染
症の拡大は、毎年増加していた訪日
外客数（インバウンド客）の「蒸発」
ともいわれる急激な減少（【図表2】）
や、東京オリンピック・パラリンピッ
クの無観客開催など、需要減少に結
びつく様々な現象を引き起こした。

シティ・フルサービスでは、「悪い」
が 59％と 4 つのホテルタイプ中もっ
とも高い。前述の供給過多、需要
激減に加え、冠婚葬祭や各種催事・
イベントなどの自粛が求められたこ
とも、シティ・フルサービスの景況
感に影響していると考えられる。

一方、もともとインバウンドの比
重は高くなく、比較的安定した企業
ニーズ（定期出張、研究・工事など
の長期泊など）がある地方宿泊特化
型は「良い」「やや良い」と回答した
ホテルが約3割、コロナ禍でも一定
の需要が見込まれるリゾートも「良
い」「やや良い」が約2割と、ホテル
タイプやエリアによって景況感の良
し悪しに差がみられた。
【図表3】はコロナ前と比較した

従業員の変化である。従業員数が
「減った」と回答したホテルは全体の
59％となった。コロナの影響を受け

【図表 1】ホテルタイプ別の景況感

【図表 2】訪日外客数の推移

（出所）ザイマックス不動産総合研究所

（出所）日本政府観光局「訪日外客数・出国日本人数データ」を元にザイマックス不動産総合研究所作成
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【図表 3】ホテルタイプ別のコロナ前と比較した従業員数の変化
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（出所）ザイマックス不動産総合研究所
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たホテル業界に対し、雇用調整助成
金など従業員の雇用維持を図る支
援策が行われたが、それでも半数
以上のホテルで従業員が減少して
いた。タイプ別ではシティ・フルサー
ビスで従業員数が「減った」と回答
した割合が 75％とほかのタイプと比
べて多く、宴会や婚礼、飲食の利用
が減った影響がここでもみられる。
【図表4】はコロナ前と比較したホ

テル運営における変化である。これ
をみると、「旅行代理店経由の予約
が減少した」（65％）や「主なターゲッ
トとする客層を変えた」（34％）が上
位にきている。旅行代理店が営業
拠点を閉鎖する動きがみられたこと
や、インバウンド（訪日外国人）客が
激減したことなどが、ホテルの集客
にも影響を及ぼしていると考えられ
る。一方で、「テレワークに関連した
プランや設備を整えた」（49％）や「一
定期間を定額で宿泊できるサービス
をはじめた」（17％）など、新たなニー
ズとしてのテレワーク需要を取り込
もうとする動きもでている。これら
の動きはインバウンドの蒸発、出張
の減少などによって厳しい状況に置
かれている大都市宿泊特化型で特
に多くみられた【図表5】。

また、「ハウスキーピング会社との
契約内容や業務内容、委託状況が
変化した」（33％）が 4番目となった
点は興味深い【図表4】。具体的には、
委託内容や最低保証の見直しなど
が多く行われていた。また、リネン
会社に関しても16％が変化してい
ると回答しており、これらホテルを
取り巻く業界との関係性が変化して
いることがわかる。

【図表 4】コロナ前と比較したホテル運営における変化（n=621）
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【図表 5】コロナ前と比較したホテル運営における変化（ホテルタイプ別、一部抜粋） 

（出所）ザイマックス不動産総合研究所
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2. 今後のホテル業界の課題

次に、今後のホテル運営におけ
る課題をみていく。今後のホテル運
営における不安や懸念をたずねた
結果が【図表6】である。この結果を
もとに、①ホテル従業員の確保、②
建物や設備の老朽化、③競争激化
と集客方法の変化、④ホテルを取り
巻く業界の変化、⑤ESG・SDGsへ
の対応の 5 つについて考察する。

① ホテル従業員の確保
【図表6】ではホテル運営において

不安・懸念に思っている事項として、
「従業員の採用・教育」（61％）が最も
多く、「従業員の賃金上昇」も43％と、
ホテルで働く従業員に関する項目が
上位に挙がっている。多くのホテル
では従業員の採用や、未経験者を
採用した後の教育に対する不安があ
り、従業員の定着のためには賃金の
上昇が必要と感じているようだ。

コロナ前の“人手不足”はインバウ
ンド需要の増加や新規ホテルの供給
が続いたことが主な要因であった。
ホテルは従業員を確保するため、社
員寮や保育施設などの福利厚生施
設の整備、派遣社員の正社員化な
ど、社員の定着率の維持・向上のた
め様々な工夫を行い、働く人材の確
保に努めていた。また、女性や高齢
者だけでなく、外国人の雇用を進め
るための法改正も行われていた。

しかし現在は【図表3】でみたとお
り、コロナ禍の影響による休業や稼
働率の悪化を受けて半数以上のホ
テルが従業員を減らしている。コロ
ナを機にホテル業界から遠のいた

【図表 6】今後のホテル運営における不安・懸念（n=621）

（出所）ザイマックス不動産総合研究所

人材は既に別の業種に従事してい
るケースも多く、コロナが収まり人
手が必要になったからといってすぐ
戻ってくる訳ではない。さらに、少
子高齢化による労働人口の減少や、
ホテル業界を志望する人材の減少
などにより人手不足の状態は続き、
採用のコストアップや賃金の上昇
につながるだろう。わが国のホテル
業界は長年、人手によるホスピタリ
ティ、いわゆる「おもてなし」を重視
したホテル運営を行ってきたが、今
後は、業務のマルチタスク化やIT
化、サービス内容の再検討により、
一層の省力化・省人化の取り組みを
進めていく必要がある。

② 建物や設備の老朽化
【図表6】で 2番目に多いのは「建

物や設備の老朽化」（56%）であった。
インバウンドや2020年オリンピック・
パラリンピックをターゲットに、多
数の新築ホテルが開業したが、ホテ

ルストック全体としては、古くから
存在するものも多く、築古化が進行
している。売上が減少する中、従業
員雇用などに多くの資金がかかるこ
とや、改修を行っても見合う効果が
得られるかわからないことから、老
朽化した建物や設備の修繕・更新
が後回しになっていると思われる。
また、ホテルの経営形態によって
は、オペレーターが「建物を改修し
て、より集客したい」と要望しても、
費用負担者である建物所有者は追
加投資の効果（受け取り賃料の増加
等）に対して懐疑的になって、改修
が進まないケースもあるという。改
修や改装を行っていない場合、競
合ホテルと比較して集客面で不利
になると推測される。集客のために
宿泊単価を下げるという手段を取る
ことが多いが、宿泊単価を下げると
売上が上がらず、改修費用の捻出
が困難になる、という“負のスパイ
ラル”に陥ってしまう。改修や改装
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をいつ、どのように行うかの適切な
判断が求められている。

③ 競争激化と集客方法の変化
3番目、4番目として売上に影響

する「稼働率に応じた適正な宿泊
単価設定」（53％）、「周辺ホテルとの
競争の激化」（51％）が続いている	

【図表6】。インバウンド需要が激減
した中、特に都心部でのホテルオー
プンラッシュが続いたことから、需
給バランスは一気に崩れ、稼働率
確保のために客室料金の価格競争
が起きている。インバウンドが、いつ、
どの程度まで戻るかを見通すのは
難しい。さらに 2022年2月下旬から
の世界情勢の変化は、インバウンド
の回復の不透明さを一層増すことに
なった。今後はインバウンドだけに
頼らないホテル運営が求められ、マ
イクロツーリズムと言われる国内の
比較的近場の宿泊客や、テレワーク
ニーズといった新しい需要をいかに
取り込むかが重要になってくる。ま
た、需要の変化は集客販路にも変
化を与えることになる。インバウン
ドでは海外OTAが中心であったが、
マイクロツーリズムでは国内OTA、
テレワークニーズは自社営業やリ
モートワークのポータルサイトなど
といった多様な販路の活用が必要
になってくる。旅行代理店が大幅に
減る中、旅行代理店に頼りきった体
制では、もはや十分な集客をするこ
とはできないだろう。

④ ホテルを取り巻く業界の変化
ホテルが快適な客室を提供するう

えで、客室清掃やベッドメイキングは

重要な業務である。これらを担うハ
ウスキーピング会社やリネン会社は
ホテルの安定的な運営を行ううえで
切り離すことはできない、いわばホテ
ルのインフラ業界といえる【図表7】。
しかし、これらの業界においても従
業員不足が問題になっている。
【図表6】で「ハウスキーピング業

務のひっ迫に伴う稼働率の制限」
（31％）と回答したホテルが 3割を超
えていることから、ハウスキーピン
グ会社の人手不足が要因で、稼働
を制限しないといけないといった事
態も生じていることがわかる。一方
で、ホテルの休業や稼働率低下に
より、ハウスキーピング会社のなか
には採算性の面から受託する業務
を制限したり値上げしたりする会社
もあり、これに対応するため、ホテ
ルがハウスキーピングを内製化して
いるケースもみられる。

リネン会社においては、人手不足
に加え、設備の老朽化による供給
能力不足などの問題があり、リネン
の安定的な供給はホテル運営の大
きな課題となるだろう。

ハウスキーピング、リネン補充な
どは、現状では機械化による効率
化は難しく、未だ多くの業務は人手

に頼らざるを得ない。ハウスキーピ
ング会社、リネン会社の人手不足
は、ホテルの稼働制限による売上の
減少や委託料など費用の上昇につ
ながり、ホテル経営に直接的な影響
を与える。ホテルにとって、今後の
本格的な営業再開や稼働率の上昇
に備えて、ホテル運営を支える周辺
業界との安定した関係を構築するこ
とは、快適な客室を提供する上で非
常に重要であるといえる。

⑤ ESG・SDGsへの対応
国連は、2017年を「開発のための持

続可能な観光の国際年（International	
Year	of	Sustainable	Tourism	 for	
Development）」と定め、ホテル事業
者はSDGsのゴール達成に向けた取
り組みを積極的に行っていくことが求
められている。アンケートでは、「SDGs
への対応」は 20％と他に比べて低い
ものの、ホテル業界での取り組みはこ
こ数年で着実に広がっている。様々
あるSDGsの項目のうち環境に関して
は、ストローをプラスチックから紙に
切り替えるなど、極力プラスチックを
使わないようにする、シャンプーを詰
め替え式にして廃棄をへらす、エコ
清掃（連泊時の客室清掃不要）を行う、

【図表 7】ホテル・客室清掃・リネンの関係

（出所）ザイマックス不動産総合研究所
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といった施策が行われている。建物
に関しても照明のLED化や省エネ空
調機の導入などが行われている。今
後竣工するホテルだけでなく既存の
ホテルにおいても、環境に配慮したス
ペックが求められるため、改修の際に
は特に留意する必要がある。

また、地域の伝統行事を取り入
れる、ユニバーサルデザインを採用
する、働きやすい職場づくりに取り
組むなど、環境以外の項目について
もホテルごとに様々な取り組みが行
われている。

おわりに

アンケートの回答からは、各ホテ
ルがコロナ禍を通して起きた変化に
対応し、新たな取り組みを行いつつ
も、今後に対する様々な課題や不安
を抱えている状況がみえてきた。宿
泊需要の減少、人手不足、ハウスキー
ピング業務のひっ迫による宿泊客の
受け入れ制限など、ホテルが対応し
なければならない課題は多く、コロ
ナ前と同様のホテル運営・オペレー
ションは困難になってきている。

インバウンドや、ビジネスマンの
出張による宿泊ニーズ、企業の宴会

やコンベンション開催による大会議
室の利用などは、コロナ以前の水準
に戻らない可能性も考えられる。一
方で、近場の国内客やテレワーク客
など新しいニーズも生まれ、ほかに
も、コロナ患者の療養施設として使
われたり、長期滞在のプランが登場
したりもしている。これらは、ホテル
がオフィスや住宅、医療施設といっ
た他の用途に使われ、アセット間の
境があいまいになってきたといえる。

さらに、ホテルの運営を行う際に
も、これまでとは違った目線が求め
られる。単に費用削減して収益を生
み出すのではなく、ホテルを取り巻
く環境を正しく理解し、ホテルごと
の特色を生かしたきめ細かな運営、
つまりはサステナブルなホテル運営
が出来るかどうかは、SDGs・ESG
の観点が求められる現代においては
重要な視点になってくるだろう。

NOIの回復予測やリスクプレミア
ムの算定が困難だったことなどから
ホテルの売買は低迷していたが、最
近では鉄道会社による機関投資家
へのホテル売却などの動きがでてき
た。ホテルの運営形式は、ホテルの
建物所有者はホテル運営をオペレー
ターに任せ、固定賃料あるいは歩合

賃料を受け取るという形式がスタン
ダードであった。これは、ホテル建
物所有者にとっては、運営リスクを
オペレーターに転嫁でき、オペレー
ターにとっては建物所有のコストや
リスクを負わなくていいという双方
にとってメリットのある形式である。
しかし、コロナ禍によってホテルの
運営状況が悪化し、建物所有者は
賃料が支払われない、あるいは激減
するという事態に見舞われた。

こうした経験を通して、建物所有
者は賃借人の信用力に関わらず、ホ
テルが実際にどの程度キャッシュフ
ローを生み出せているかを重視す
る必要性を強く意識させられただろ
う。これから竣工するホテルのみな
らず、契約更新時期を迎えた既存
のホテルにおいても、オペレーター
の選定の重要性が増し、所有者、
経営者、運営者間の契約形態の見
直しが進む可能性がある。

コロナ禍を通してホテルを取り巻
く環境は大きく変化した。ホテルの
投融資投資判断を検討するうえで、
現在および将来のホテル事業者を
取り巻く事業環境や課題を正しく理
解することは非常に重要である。本
稿がその一助になれば幸いである。
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